

○有線電気通信法施行規則（昭和二十八年郵政省令第三十六号）　新旧対照表　　　　　　　　　　　　　　　　（傍線部分は改正部分）
	改　正　案
	現　行

	
	

	別紙様式第一（第１条関係）　（略）
	別紙様式第一（第１条関係）　（同左）

	
	

	別紙様式第二（第１条関係）
	別紙様式第二（第１条関係）

	
	

	事　項　書
	事　項　書

	１～５　（略）
	１～５　（同左）

	６　その他
	６　その他

	備考１　次の表の左欄の設備については、中欄の事項の記載を省略することができる。
	備考１　（同左）

	
	

	
	設　　備
	省略することができる事項
	備　　考
	
	
	設　　備
	省略することができる事項
	備　　考
	

	
	法第３条第４項第２号に掲げる有線電気通信設備を用いて放送法第２条第１号に規定する放送の業務以外の業務を行うもの
	放送法第126条第２項の申請書に記載された事項に係るもの
	
	
	
	
	
	
	

	
	構内等設備
	３⑵
３⑶
４⑴アのうち「回線容量」、「台数」及び「備考」
４⑴イのうち「定格出力レベル」、「台数」及び「備考」
４⑴ウのうち「台数」及び「備考」
４⑵アのうち「対数」、「こう長」、「延長」及び「備考」
４⑵イのうち「数量」、「共架電柱の相手方別数量」及び「備考」
４⑶
４⑷
	左欄に掲げる設備であつて、共同設置の設備（共同して設置する設備の部分が端末機器のみのもの又は構内等設備のみのものに限る。）又は他人使用の設備（相互接続の設備を除く。）に限る。
	
	
	構内等設備
	３⑵
３⑵
４⑴アのうち「回線容量」、「台数」及び「備考」
４⑴イのうち「定格出力レベル」、「台数」及び「備考」
４⑴ウのうち「台数」及び「備考」
４⑵アのうち「対数」、「こう長」、「延長」及び「備考」
４⑵イのうち「数量」、「共架電柱の相手方別数量」及び「備考」
４⑶
４⑷
	左欄に掲げる設備であつて、共同設置の設備（共同して設置する設備の部分が端末機器のみのもの又は構内等設備のみのものに限る。）又は他人使用の設備（相互接続の設備を除く。）に限る。
	

	
	法第３条第４項第４号に掲げる者が設置するもの
	
	
	
	
	法第３条第４項第３号に掲げる者が設置するもの
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	法第６条第６号に掲げる者が設置するもの
	
	
	

	
	電気事業法の規定に基づく電気設備に関する技術基準を定める省令第50条の規定により設置するもの（自家用電気工作物の用に供するものに限る。）
	
	
	
	
	電気事業法の規定に基づく電気設備に関する技術基準を定める省令第50条の規定により設置するもの（自家用電気工作物の用に供するものに限る。）
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	有線放送電話に関する法律第３条の規定による許可の申請書が有線放送電話規則の規定によるところに従つて提出された有線電気通信設備を用いて有線放送電話及び有線ラジオ放送の業務以外の業務を行うもの
	左欄の許可の申請書に記載された事項に係るもの
	
	

	
	
	
	
	
	
	有線テレビジョン放送法第３条第２項の規定による許可の申請書が提出された有線電気通信設備を用いて有線テレビジョン放送の業務及び有線ラジオ放送の業務以外の業務を行うもの
	左欄の許可の申請書に記載された事項に係るもの
	
	

	
	
	
	
	
	
	電気通信役務利用放送法第３条第２項の規定による登録の申請書が提出された有線電気通信設備を用いて電気通信役務利用放送の業務以外の業務を行うもの
	左欄の登録の申請書に記載された事項に係るもの
	
	

	２　事項書に記載されている項目がすべて網羅されている場合は、総合通信局長の承認に基づいて、様式の一部を変更することができる。
	２　（同左）

	３　用紙は、日本工業規格Ａ列４番とすること。
	３　（同左）

	
	

	別紙様式第三から別紙様式第九まで　（略）
	別紙様式第三から別紙様式第九まで　（同左）

	
	


	附　則

	（施行期日）
１　この省令は、放送法等の一部を改正する法律（平成二十二年法律第六十五号。以下「放送法等改正法」という。）の施行の日から施行する。

	（経過措置）
２　この省令の施行の際現に改正前の有線電気通信法施行規則第六条第二号の規定の適用を受けている有線電気通信設備（放送法等改正法附則第二条の規定による廃止前の有線放送電話に関する法律第三条の許可を受けている者が設置するものに限る。）に対する同号の規定の適用については、なお従前の例による。


　
2

